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1215年 英 マグナカルタの制定

1689年 英 権利章典の制定 人権思想

ロック（英）の『統治二論』

モンテスキュー（仏）の『法の精神』

ルソー（仏）の『社会契約論』

1776年 米 独立宣言

1789年 仏 フランス人権宣言 自由権・平等権

1889年 日 大日本帝国憲法の発布 人権を保障 法律によって人権を制限　主権は天皇

1919年 独 ワイマール憲法の制定 社会権

1946年 日 日本国憲法の公布 11月3日（文化の日） 主権は国民 GHQが憲法の改正を

1947年 日本国憲法の施行 5月3日（憲法記念日） 指示する

1948年 国連 世界人権宣言の採択 人権の国際保障

立憲主義 憲法に基づき、政治を行うという考え方

下位の法が上位の法に反すると無効

議会制 代表者が話し合い政治を決定するしくみ

憲法改正の流れ

天皇の地位は日本国と日本国民統合の「象徴」

天皇の国事行為は内閣の助言と承認に基づく

内閣総理大臣の任命（指名は国会）

最高裁判所長官の任命（指名は内閣）

憲法改正、法律条約などの公布 など

2007年の国民投票法で憲法改正の手続きが進む

憲法第９条

① 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、 憲法第九条は暗唱を

武力による威嚇または武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。 できるようになろう

② 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。 書かなくてよいよ

国の交戦権はこれを認めない。

非核三原則 核兵器を「持たず、作らず、持ちこませず」の原則

自衛隊 日本を守るための組織

国連の平和維持活動（PKO)に参加

日米安全保障条約 アメリカが日本を守るために、日本に駐留することを認める（1951年～）

天皇の地位

平和主義

人権と日本国憲法
教科書

Iワーク

人権の歴史

立憲主義と日本国憲法


